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2017 年経済・財政報告のポイント

田中 修

3 月 5 日、国家発展・改革委員会から全人代に対し、「2015 年度国民経済・社会発展計画」

が、財政部から全人代に対し、「2015 年度中央・地方予算」が、それぞれ書面で報告された。

そのポイントは以下のとおりである。

１．経済目標

主要な経済目標は、以下のとおりである。

経済目標（予期目標を含む）（失業率以外は前年比）

2017 年目標 2016 年目標 2016 年実績

経済成長率（予期）

消費者物価上昇率

外資利用（予期）

国家財政赤字

M2 伸び率（予期）

都市登録失業率

都市新規就業増

GDP 単位当りエネルギー消費

GDP 単位当り二酸化炭素排出

二酸化硫黄排出総量

窒素酸化物排出総量

戸籍人口都市化率（予期）

全国 1 人当り可処分所得

農民１人当り可処分所得

都市住民１人当り可処分所

農村貧困人口減少

都市バラック地区住宅改造

農村危険家屋改造

鉄鋼生産能力削減

石炭生産能力削減

火力発電生産能力削減

６．５％前後

３％前後

１２６０億㌦

２．３８兆元

１２％前後

４．５％以内

１１００万人以上

３．４％以上低下

４．０％以上低下

３％低下

３％低下

1.0％以上引上げ

経済と同歩調

経済と同歩調

経済と同歩調

１０００万人以上

６００万戸

３１４万戸

５０００万 t 以上

１．５億 t 以上

5000 万ｋｗ以上

６．５～７．０％

３％前後

１２７６億㌦

２．１８兆元

１３％前後

４．５％以内

１０００万人以上

３．４％以上低下

３．９％以上低下

２％低下

３％低下

1.3％以上引上げ

経済と同歩調

経済と同歩調

経済と同歩調

１０００万人以上

６００万戸

３１４万戸

5 年で 1～1.5 億 t

5 年で 10 億 t

―

６．７％

２．０％

１２６０億㌦

２．１８兆元

１１．３％

４．０２％

１３１４万人

－５％

－６．６％

－５．６％

－４．０％

４１．２％

６．３％

６．２％

５．６％

１２４０万人

６００万戸超

３８０万戸超

６５００万 t 超

２．９億 t 超

―
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２．2017 年度予算の全体像

（単位：億元、％）

2017 年度予算

（対前年度伸び率）

2016 年度執行見込

中央財政収入総量

中央財政収入

中央予算安定調節基金からの繰入

中央政府基金・国有資本からの繰入

中央財政支出総量

中央財政支出

中央レベルの支出

中央から地方への税収返還・移転支出

予備費

中央予算安定調節基金の補充

中央財政赤字

国債残高（17 年は限度額）

中央予算安定調節基金残高

８０２４５

７８６１２（3.8）

１３５０

２８３

９５７４５(6.1)

９５７４５(6.1)

２９５９５(6.5）

６５６５０

５００

―

１５５００

１４１４０８．３５

１３２８．０６

７３６７２

７２３５７

１０００

３１５

８７６７２

８６８９０

２７４０４

５９４８６

１４６

７８２

１４０００

１２００６６．７５

２６７８．０６

地方財政収入総量

地方財政収入

地方レベルの収入

中央から地方への税収返還・移転収入

地方財政繰入資金

地方財政繰越・余剰及び繰入資金

地方財政支出総量

地方財政支出

差額（地方財政赤字）

地方政府一般債務残高（17 年は限度額）

１５６４６８

１５６４６８

９００１８（6）

６５６５０

８００

―

１６４７６８

１６４７６８ (6.2)

８３００

１１５４８９．２２

１５２６３７

１４６６８１

８７１９５

５９４８６

―

５９５６

１６０４３７

１６０４３７

７８００

９７８６７．８

全国財政収入総量

全国財政収入

繰入資金

全国財政支出総量

全国財政支出

中央予算安定調節基金の補充、次年度繰越

差額（財政赤字）

財政赤字対 GDP 比

１７１０６３

１６８６３０（5）

２４３３

１９４８６３

１９４８６３(6.5)

―

２３８００

３％

１６６８２３

１５９５５２

７２７１

１８８６２３

１８７８４１

７８２

２１８００

３％

（注）対前年度伸び率は、予算執行見込額に対する伸び率



3

３．2017 年度の財政政策

2017 年度の財政政策はより積極的で有効でなければならない。

（１）減税・費用引下げ政策を引き続き実施し、企業の負担を一層軽減する

①営業税を増値税に改めるテスト政策を整備し、より大きな減税効果を発揮させる1。

②企業所得税の課税半減優遇を享受する小型・零細企業の範囲を拡大し、年間課税所得額

の上限を 30 万元から 50 万元に引き上げる。

③科学技術型の中小企業の研究開発費用の割増控除率を、50％から 75％に引き上げる。

④2016 年末に期限が来る、物流企業の大口取引商品の倉庫に係る都市土地使用税等の 6 項

目の租税減免政策を、引き続き実施する。

以上の租税政策で、年間に企業の税負担が更に 3500 億元前後減少する。

①政府基金を全面的に整理・規範化し、都市公共事業付加金等の基金を取り消し、地方政

府に一部基金を自主的に減免する権限を与える。

②中央が企業にかける行政機関事務料金・公的事業体サービス料 35 項目を取消・あるいは

徴収を停止し、手数料徴収項目を更に半分以上減らし、中央・地方の行政機関事務料金・

公的事業体サービス料の目録リストをまとめて公表する。

③営利目的のサービス料を一層規範化し、「年金・医療・失業・労災・出産保険と住宅積立

金」に係る保険料率を適切に引き下げる。

以上の費用引下げ政策で、年間に企業に係る費用徴収が更に約 2000 億元減少する2。

（２）財政赤字の対 GDP 比を 3％に維持し、支出規模を適度に拡大する

財政赤字の対 GDP 比を変えず、赤字規模を GDP 成長率に従い相応に増やす。

減税・費用引下げ政策を支援すると同時に、中央・地方財政は収入予算の合理的な計上

と遊休資金の全面的活性化を通じて、財政支出の強度を減じることなく実際の支出規模の

拡大を確保する。

（３）重点を際立たせて保障し、支出の有効性と精確さを高める

新たに増えた財政力とストック調整によって捻出した資金を、サプライサイド構造改革

の推進支援、有効な需要の適度な拡大に優先的に用いて、基本的な民生保障と貧困扶助・

農業・教育・生態文明建設等の重点分野への投入を増やすことにより、財政力を困窮地域・

末端に一層傾斜させ、財政資金の使用効果をより好く発揮させ、基本公共サービスに対す

る財政の保障能力を増強する。

積極的財政政策を実施するプロセスにおいて、サプライサイド構造改革の推進に力を入

れ、構造的な需給のアンバランスの解決を推進する。

1 2016 年度実績は 5736 億元の税負担減。
2 2016 年度実績は 460 億元余りの負担減。
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鉄鋼・石炭産業の過剰生産能力解消のプロセスにおける従業員の再就職を引き続き支援

し、各地方の再就職の進度に応じて遅滞なく特別奨励補助金を交付し、関連支援政策を実

施・整備する。従業員の再就職の困難性がかなり大きく、財政収支圧力が大きい地域につ

いては、特別奨励補助金と雇用特別資金の傾斜を強化する。

火力発電の生産能力過剰リスクを防止・解消する。農業のサプライサイド構造改革深化

を支援する。実体経済に金融がサービスする効率向上の推進に力を入れ、より多くの貸出

資金を誘導し実体経済に入れる。工業の転換・グレードアップ特別資金の役割を好く発揮

させ、スマート製造・工業基盤強化・グリーン製造と製造業イノベーションセンター建設

を支援し、「中国製造 2025」の実施を加速する。

第 13 次 5 ヵ年計画期間の国家戦略的新興産業発展計画の実施を支援し、省エネ・環境保

護、新世代 ICT、ハイエンド装置製造等の戦略的新興産業を壮大な発展を促進する。重大

装置の使用・普及・応用への支援を強化し、新素材の初応用を保険料補助の範囲に入れる。

中小企業発展特別資金を引き続き計上し、小型・零細企業のための起業・イノベーショ

ン基地の都市モデル事業を深く展開し、国家中小企業発展基金・国家新興産業起業投資基

金の投資を加速し、固定資産の加速度償却・大衆によるイノベーション空間（メイカーズ

スペース）等への税制優遇政策を引き続き実施し、大衆による起業・万人によるイノベー

ションを積極的に支援する。

サービス貿易イノベーション発展誘導基金を設立し、貿易競争の新たな優位性を育成す

る。「シルクロード経済ベルト・21 世紀海のシルクロード」の建設、北京・天津・河北協同

発展、長江経済ベルトの 3 大発展戦略実施を支援し、地域の協調発展を促進する。

４．2017 年度の財政制度改革

ここでは、主要なもののみ紹介する。

（１）財政マクロ・コントロールを強化・改善し、経済成長の予期目標実現を促進する

各種財政政策手段を総合的に運用し、金融・産業等の政策との協調・組合せを強化し、

政策の協同・組合せによる効果を更に好く発揮させる。

財政政策の誘導作用を発揮させ、財政資金の使用方式を刷新し、企業・個人の積極性を

十分動員し、中央と地方の 2 つの積極性を十分発揮させる。政府投資基金の設立、政府・

民間資本協力（PPP）モデルの運用普及に対する規範的な管理を強化し、民間投資を牽引

する役割を有効に発揮させる。

予想の管理を改善し、主動的に市場主体と相互作用・意思疎通を行い、市場主体の合理

的な訴えに耳を傾け、遅滞なく政策措置を整備する。政策の情報公開を強化し、政策の透

明度を高め、市場主体に対し明確な政策シグナルを伝達する。政策の執行力を高め、減税・

費用引下げ等の各政策効果の十分な発揮を確保し、人民大衆と市場主体の恩恵獲得の実感

を強める。



5

（２）財政・税制改革を深く推進し、現代財政制度の確立を加速する

①予算管理制度を整備する

改正後の予算法実施条例を打ち出す。予算・決算の公開を強化し、オープンな財政を作

り上げることに力を入れる。予算業績効果管理の改革を深化させ、業績効果管理で全ての

予算資金をカバーする。

特別移転支出（日本の補助金に相当）を整理・統合し、企業に係る特別資金を引き続き

整理し、移転支出の分配方法を整備し、移転支出の監督管理を強化し、プロジェクトの交

差・重複、資金の流出・浪費等の問題の解決に努力する。

部門予算改革を深化させ、中央部門プロジェクトのデータバンク建設を強化し、予算編

成を一層細分化し、年初予算の達成率を高める。支出科目を経済分類によって分ける改革

テスト、政府財務報告の編成テストを組織的にしっかり実施し、公会計制度の体系整備を

加速する。

②財政制度改革を推進する

中央と地方の財政権限と支出責任の区分改革を推進する。中央と地方の収入区分総体方

案の制定を加速する。農業からの移転人口の市民化を支援する健全な財政政策体系を整備

し、人を核心とした新しいタイプの都市化を着実に推進する。

③税制改革を深化させる

営業税を増値税に改めるテストを全面的に推進する政策を実施・整備し、増値税の税率

構造を簡素化し、4 段階の税率を 3 段階に観測して、簡潔・透明でより公平な税制環境を作

り上げる。健全な地方税体系方案を検討・提起する。

資源税改革を引き続き深化させ、水資源税改革のテスト範囲を拡大する。租税法律主義

実施の要求に基づき、タバコ税・船舶トン税・耕地占用税等の税法草案を早急に制定し、

その他税目の立法関連活動を積極的に推進する。環境保護税法実施条例を制定する。

個人所得・資産情報システム建設総体方案を制定する。

（３）予算執行管理を強化し、年度予算の任務達成を確保する

収入予算の執行情況を密接にモニタリングし、分析・検討・判断を強化し、遅滞なく有

効に対応する。法に基づく徴税を堅持し、過分な徴税、財政収入の水増し行為を断固とし

て防止し、これを正す。移転支出の事前下達率を引き上げ、遅滞なく中央部門予算と地方

への移転支出予算を承認する。

予算制約をハードにし、予算調整（補正予算）事項を厳格に抑制し、年度予算の執行中

は災害救助等の緊急支出及び党中央・国務院が新たに批准した重大事項を除くほか、原則

として予算を追加しない。予算執行の進度が緩慢あるいは年度内の執行が難しいと予想さ

れる項目については、遅滞なく資金の用途を調整し、資金の遊休を避ける。
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財政資金の統一的企画を強化し、一般公共予算における「収入に応じて支出を決め、特

定の用途のみに用いる」一部規定を取り消し、地方・部門の余剰資金と連続 2 年使い切ら

ない繰越資金は規定に基づき回収して統一的に企画・使用する。

国債発行と国庫管理を統一的に企画するメカニズムを確立し、地方債発行のテンポを合

理的に按配し、国庫金の合理的な規模を維持する。国庫集中受払制度改革を深化させ、資

金を科学的に支出・管理し、財政資金の運用効率を高める。

（４）地方政府債務の管理を強化し、財政リスクを有効に防止する

地方政府の債務リスクの防止・コントロールをより重要と位置付ける。

予算法と国務院の関連文件の規定を厳格に執行し、地方政府債務の限度額管理・予算管

理を強化し、地方債発行による既存債務の借換えを強化し3、地方の債務管理制度の実施情

況への監督を強化する。法に基づき、地方政府債務の境界を画定し、省レベル政府が遅滞

なく地方その他関連する債務リスクを適切に解消するよう指導する。

健全な統計・モニタリングシステムを整備し、融資プラットホーム会社の債務、中長期

の政府支出事項を統計・モニタリングの範囲に組み入れることを検討し、リスクの隠れた

弊害を探し出し明らかにする。

省レベル政府を督促し、当該地域の地方政府債務リスク事案の応急措置事前準備案を制

定させ、遅滞なくリスク評価・事前警告を実施させ、リスク事案の早期発見・早期報告・

早期処置を行わせる。部門をまたぐ連合監督管理を実施し、法に基づき法規に違反した起

債・資金調達行為に対する調査処分・問責を強化する。

地方政府の特別債券管理を整備し、地方政府基金収入項目分類に基づき特別債券の発行

の歩みを加速し、プロジェクトの収益・コストがつり合うような特別債券品目の発展に力

を入れ、特別債券に対応する資産統計制度を同歩調で検討・確立する。

（５）その他

権限と責任の管理制度を整備し、権限があれば必ず責任があり、権限があれば必ず責任

を担い、権限を濫用すれば必ず責任を追及する制度手配を整備する。

５．その他

（１）政府基金（特別会計）予算

中央政府基金総収入 4004.99 億元

うち中央政府基金収入 3706.49 億元（前年度比 3.2％増）

年度繰越 298.5 億元

中央政府基金支出 4004.99 億元（同 19.2％増）

3 借換地方債の発行は、2016 年度 4.9 兆元、2015 年度 3.2 兆元、累計 8.1 兆元であり、

年間利息コストを約 4000 億元引き下げた。
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うち中央レベル支出 2881.14 億元（同 14.5％増）

地方への移転支出 1123.85 億元（同 33％増）

地方政府基金総収入 5 兆 2592.02 億元

うち地方政府基金収入 4 兆 3468.17 億元（同 3.6％増）

うち国有土地使用権譲渡収入 3 兆 8568.62 億元（同 4.3％増）

中央からの移転収入 1123.85 億元

地方政府特別債務収入 8000 億元

地方政府基金総支出 5 兆 2592.02 億元

うち国有土地使用権譲渡収入からの支出 4 兆 6468.72 億元（同 23.4％増）

地方政府特別債務残高限度額 7 兆 2685.08 億元

全国政府基金収入総額 5 兆 5473.16 億元（同 21.3％増）

うち全国政府基金収入 4 兆 7174.66 億元（同 3.6％増）

前年度繰越 298.5 億元

特別債務収入 8000 億元

全国政府基金支出総額 5 兆 5473.16 億元（同 21.3％増）

（注）新規増加建設用地土地有償使用費等 3 項目の基金収支が一般公共予算に移し替えに

なった。

（２）国有資本経営予算

中央国有資本経営予算を一般公共予算に繰り入れる比率を、2016 年度の 19％から 22％

に引き上げる。

中央国有資本経営予算支出は 1161.03 億元（同－20％）、うち一般公共予算に組み入れら

れる分が 257 億元（同 4.5％増）である。

地方国有資本経営予算支出は 914.3 億元（同－25.9％）、うち一般公共予算に組み入れら

れる分が 248 億元である。

全国国有資本経営予算支出は 1961.33 億元（同－9.7％増）、うち一般公共予算に組み入

れられる分が 505 億元である。

（３）社会保険基金予算

全国社会保険基金収入は 5 兆 1786.72 億元（前年度比 7.3％増）、うち保険料収入は 3 兆

6907.98 億元、財政補助は 1 兆 2595.97 億元である。全国社会保険基金支出は 4 兆 8450.5

億元（同 10.3％増）である。収支は 3336.22 億元の黒字で、年度末繰越残高は 6 兆 6630.89

億元である。
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表１．2016 年度中央財政収入状況

単位：億元、％

項 目 2016 年度執行見込

１．税収

国内増値税

国内消費税

輸入貨物増値税・消費税

輸出貨物増値税・消費税還付

企業所得税

個人所得税

資源税

都市維持建設税

印紙税

うち 証券取引印紙税

船舶屯税

車両購入税

関税

その他税収

２．税外収入

特定項目収入

行政事業性手数料収入

罰金収入

国有資本経営収入（注）

国有資源（資産）有償使用収入

その他収入

６８４４９．０８

２６０６７．３６

１０２１７．２３

１２７８０．７１

－１２１５４．４８

１８７１５．７１

６０５３．９３

３１．４３

１５３．２８

１２５０．５５

１２５０．５５

４８．００

２６７３．９５

２６０３．２９

８．１２

７２７８．１８

７１９．３１

４７９．４７

６６．６５

５４１３．１７

４８２．１５

１１７．４３

中央財政収入

中央予算安定調節基金からの繰入れ

政府基金からの繰入れ

国有資本経営予算からの繰入れ

繰入れ合計

支出－収入

７５７２７．２６

１０００．００

６９．０６

２４６．００

１３１５．０６

１４０００．００



9

表２．2017 年度の中央レベル財政支出予算

（億元、％）

項 目 2017 年度予算 2016 年度執行見込 伸び率

一般公共サービス

外交

国防

公共安全

教育

科学技術

文化・スポーツ・メディア

社会保障・雇用

医療・衛生・計画出産

省エネ・環境保護

都市・農村コミュニティ

農林水産

交通・運輸

資源探査・情報等

商業・サービス業

金融

国土海洋・気象等

住宅保障

穀物・食用油・物資備蓄

その他支出

国債利払

債務発行費用

１２６０．６７

５４６．６３

１０２２５．８１

１８３８．５５

１５２０．００

２８４１．８７

２７４．５７

９９１．８６

１３７．０４

２９７．０７

１１．１０

７３７．７９

１１５７．６０

３３１．８９

２３．０５

７８８．８１

２８５．８０

４３３．９２

１４７６．０３

６１９．８３

３７４９．３６

４６．３５

１２０９．１５

４７９．７３

９５４５．９７

１７４１．９１

１４４７．８５

２６８６．１１

２４７．９５

８９０．５８

９１．１６

２９５．４９

１９．７６

７８０．７０

１１８７．５３

３２５．９２

３６．６８

７５２．２２

３１３．１３

４３７．４４

１４５１．９８

４３２．１７

３３７４．４５

３３．１６

４．３

１３．８

７．１

５．５

５．０

５．８

１０．７

１１．４

５０．３

０．５

－４３．８

－５．５

－２．５

１．８

－３７．２

４．９

－８．７

－０．８

１．７

４３．４

１１．１

３９．８

地方への税収返還

地方への移転支出

うち一般性移転支出

特別移転支出

９１３８．００

５６５１２．００

３５０３０．４９

２４１８１．５１

９６７５．３５

５２８０３．９１

３１９７７．３５

２０８２６．５６

－５．６

７．０

９．５

３．１

中央レベルの支出

中央予備費

地方への税収返還・移転支出

中央財政支出

中央予算安定調節基金補充

２９５９５．００

５００．００

６５６５０．００

９５７４５．００

２７７８１．０４

６２４７９．２６

９０２６０．３０

７８２．０２

６．５

５．１

６．１

（注）中央から地方への移転支出は主要経費別の支出金額から除いている。
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表３．中央から地方への税収返還・移転支出の配分状況

（億元）

項 目 2017 年度予算 2016 年度執行見込 伸び率

Ⅰ．中央から地方への移転支出

（１）一般性移転支出

均衡性移転支出

うち重点生態機能区移転支出

主要食糧生産県奨励資金

県レベル基本財政力保障メカニズム

資源枯渇都市移転支出

都市・農村義務教育補助経費

農村総合改革移転支出

旧革命根拠地・少数民族・辺境・貧困

地域移転支出

精製油税費用改革移転支出

体制清算補助

末端公安・検察・司法移転支出

基本年金移転支出

都市農村住民医療保険移転支出

56512.00

35030.49

22308.83

627.00

416.15

2238.90

192.90

1431.99

313.60

1832.90

770.00

1448.01

446.36

5666.17

2558.22

52803.91

31977.35

20648.07

570.00

407.77

2045.00

186.90

1344.62

338.13

1539.91

770.00

1235.50

445.53

4974.70

2363.24

7.0

9.5

8.0

10.0

2.1

9.5

3.2

6.5

－7.3

19.0

0.0

17.2

0.1

13.9

8.3

（２）特別移転支出

うち 困難大衆救助・補助

農業生産発展資金

車両購入税収入地方補助

中央財政都市保障性安住工程特別

資金

基本建設支出

21481.51

1326.63

1913.10

2209.95

1318.00

4076.00

20826.56

1409.52

2002.12

2030.87

1216.22

3660.60

3.1

－5.9

－4.4

8.8

8.4

11.3

Ⅱ．中央から地方への税収返還

増値税返還

消費税返還

所得税ベース返還

精製油税費用改革税収返還

地方からの上納

9138.00

7036.43

1010.92

910.19

1531.10

－1350.64

9675.35

7572.21

1010.92

910.19

1531.10

－1349.07

－5.5

－7.1

0.0

0.0

0.0

0.1

合 計 65650.00 62479.26 5.1

（注）特別移転支出の内訳は金額の大きいものを記載。
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表４．中央財政の債務情況

（億元）

項目 予算 実績

国債残高

2015 年度末残高

内国債

外債

2016 年度国債発行

内国債

外債

2016 年度国債元本償還

内国債

外債

2016 年度末残高

内国債

外債

2017 年度中央財政赤字

2017 年度末国債残高限度額

１５５００．００

１４１４０８．３５

１０６５９９．５９

１０５４６７．４８

１１３２．１１

３０８６９．３２

３０５４５．４１

３２３．９１

１７４１５．６２

１７２０１．６５

２１３．９７

１２００６６．７５

１１８８１１．２４

１２５５．５１

表５．地方政府の一般債務残高情況

（億元）

項目 予算 実績

地方政府一般債務残高

2015 年度末残高

2016 年度一般債務発行

2016 年度一般債務元本償還

2016 年度末残高

2017 年度地方財政赤字

2017 年度末一般債務残高限度額

８３００．００

１１５４８９．２２

９２６１９．０４

３５４９５．１６

３０３６３．２４

９７８６７．７８

（4 月 5 日記）


